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1.18年 9月中間期の連結業績 (   ～   )平 成18年 4月 1日 平 成18年 9月30日
( 1 )連結経営成績

売 上 高 営 業 利 益 経 常 利 益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

18年 9月中間期        6,360     0.1         335    17.8         257    11.6
17年 9月中間期        6,353    11.8         285    30.8         230    40.9

18年 3月期       12,743－          596－          551－

1株 当 た り 中 間 潜在株式調整後1株当中間(当期)純利益 (当 期 )純 利 益 たり中間(当期)純利益
百万円 ％ 円 銭 円 銭

18年 9月中間期          364    91.2          12.74         12.08
17年 9月中間期          190－           7.78          7.40

18年 3月期          725－          27.49－

(注 )1.持分法投資損益 18年 9月中間期 百万円 17年 9月中間期 百万円－ －
18年 3月期 百万円－

2.期中平均株式数(連結)18年 9月中間期     28,604,282株 17年 9月中間期     24,500,755株
18年 3月期     26,284,903株

3.会計処理の方法の変更 無
4.売上高、営業利益、経常利益、中間（当期）純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率

( 2 )連結財政状態

総 資 産 純 資 産 自 己 資 本 比 率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

18年 9月中間期       27,337      14,868     51.5         474.29
17年 9月中間期       25,894      12,260     47.3         482.98

18年 3月期       26,605      13,651     51.3         481.15
(注 )期末発行済株式数(連結)18年 9月中間期     29,684,065株 17年 9月中間期     25,384,421株

18年 3月期     28,366,696株

( 3 )連結キャッシュ ･ フローの状況
営 業 活 動 に よ る 投 資 活 動 に よ る 財 務 活 動 に よ る 現金及び現金同等物
キャッシュ･フロー キャッシュ･フロー キャッシュ･フロー 期 末 残 高

百万円 百万円 百万円 百万円
18年 9月中間期          437        △390          527       3,066
17年 9月中間期          309        △329        1,893       2,745

18年 3月期        1,200        △759        1,147       2,492

( 4 )連結範囲及び持分法の適用に関する事項
連結子会社数    社  持分法適用非連結子会社数    社  持分法適用関連会社数    社    7 － －

( 5 )連結範囲及び持分法の適用の異動状況
連結 (新規 )    社  (除外 )    社  持分法 (新規 )    社  (除外 )    社－ － － －

2.19年 3月期の連結業績予想 (   ～   )平 成18年 4月 1日 平 成19年 3月31日

売 上 高 経 常 利 益 当 期 純 利 益
百万円 百万円 百万円

通 期       13,500         610         750

(参考 ) 1株当たり予想当期純利益 (通期 )          26円22銭

※ 上 記 の 予 想 は 本 資 料 の 発 表 日 現 在 に お い て 入 手 可 能 な 情 報 に 基 づ き 作 成 し た も の で あ り 、 実 際 の
　 業 績 は 、 さ ま ざ ま な リ ス ク 要 因 や 不 確 実 な 要 素 に よ り 、 記 載 の 予 想 と 異 な る 可 能 性 が あ り ま す 。 
※ 上 記 記 載 金 額 は 百 万 円 未 満 の 端 数 を 切 り 捨 て て 表 示 し て お り ま す 。
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添付資料

１ ． 企 業 集 団 の 状 況 
当社の企業集団は当社及び子会社７社(平成１8年９月３０日現在)で構成されており、当社グループが営んでいる
主な事業内容は、仮設建物、ユニットハウス及びこれらに付随する什器備品類等のリース並びに販売という単一の

事業であり、各会社の当該事業部門等との関連は、次のとおりであります。

仮設建物リース及び販売 主に連結子会社である東海ハウス㈱より完成された仮設建物部材を当社が仕入し、

各ユーザーへリース並びに販売を行っております。

また、連結子会社である福州榕東非金属鉱産品有限公司から、建築用石材を仕入し、

各ユーザーへ販売を行っております。

什器備品リース及び販売 仮設建物等に付随する什器備品類を連結子会社である日本キャビネット㈱が、当社

へリース並びに販売しており、当社が、各ユーザーへリース並びに販売を行ってお

ります。

ユニットハウスリース及 ユニットハウスは主として連結子会社である東海ハウス㈱より当社が仕入し、各ユ 
び販売 ーザーヘリース並びに販売を行っております。

また、仮設建物等に付随する衛生用移動建物（トイレ棟・フロ棟）のリース並びに

販売は主に他業者から仕入を行い、各ユーザーへリース並びに販売を行っております。

【事業系統図】

当社は、榕東活動房股份有限公司の筆頭株主（持分比率８５％）であり、榕東活動房股份有限公司が、北京を含

む３つの子会社を傘下におく形態となっております。

（ ユ ー ザ ー ）

東 海 リ ー ス ㈱

東 海 ハ ウ ス ㈱ 日 本 キ ャ ビ ネ ッ ト ㈱

福州榕東非金属鉱産品有限公司
北京榕東活動房有限公司

西安榕東活動房有限公司

上海榕東活動房有限公司

榕東活動房股份有限公司

仮設建物部材・

ユニットハウスの製造

什器備品の

リース及び販売

仮設建物部材の製造・販売

仮設建物部材の製造・販売
非金属鉱産品の生産

建築用石材の販売
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２．経 営 方 針

１）経営の基本方針と中長期的な経営戦略

当社は、オペレーティングリース会社として、お客さまに優秀な品質、優れた技術、行き届いたサービス等によ

る顧客満足を提供し、その結果として、安定した業績と適正な利益を確保することを経営の基本としています。

なお、当社の主業務である仮設建物リースは、震災時の応急仮設住宅等、公共性の高い事業であり、迅速かつ安

定した供給を継続して行い、社会的貢献を果たすことを目指しております。

また、オペレーティングリース業として、最近の環境問題にも配慮し、廃材を抑え、繰り返しリース供給できる

商品を開発し市場に提供することが、当社の社会的存在意義ととらえております。

こうした方針のもと、今後とも、当面の間は厳しい経営環境が続くと思われるなか、単なる売上の量的拡大によ

る収益の回復を目指すのではなく、運営の効率化とコスト削減を主とした採算性重視の経営に徹し、以下の四つを

重点課題として鋭意取組んでいます。

① 新商品の開発と商品及び施工技術の品質改善

② 全事業所の運行機能とシステム資質の尖鋭化

③ 原価の徹底追及による利益の確保

④ 財政運営の安定化と、有利子負債の圧縮

２）利益配分に関する基本方針

配当につきましては、株主様に対する利益還元を経営の最重要課題の一環として位置付けており、今後の収益予

想及び経営基盤等を勘案しながら、中長期的視点に立脚した安定配当の継続を基本方針としております。

平成５年３月期（第２５期）以降、平成１１年３月期（第３１期）まで、１株につき年１５円（中間期７.５円、

期末７.５円）の配当を上記の方針に基づき７期継続して実施してまいりました。

今後とも、内部留保の充実に努めながらも、長期に保有していただく株主の皆様のご期待にお応えする様３０％

以上の配当性向を維持するよう努力してまいります。

なお、当期につきましては、中間３円、期末５円の年間配当８円を予定しており、配当性向は３４．７％となる

見込であります。

また、会社法施行後の配当支払に関する基本方針としては、現時点では、従来どおり、年２回の配当を行うこと

としており、特段の変更は予定しておりません。

３）対処すべき課題

今後の経済の見通しにつきましては、公共設備投資は減少傾向が続くと思われ、景気全体への影響が懸念さ

れます。さらに原油高や北朝鮮問題による政情不安が、世界経済全体の不透明感を増大させていくものと思わ

れます。

このような市場環境にあって当社グループは、お客様により高い満足感を得ていただける質・量、両面での

サービスの向上を目指し、実践活動に全社を挙げて取り組んでまいります。また、財政面では、自己資本の強

化と有利子負債の圧縮を行い、株主価値のさらなる向上を図ってまいる所存でございます。

株主のみなさまにおかれましては、今後ともよろしくご支援、ご鞭撻を賜りますようお願い申しあげます。

４）親会社等に関する事項

当社には、親会社等はありません。
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３．経 営 成 績 及 び 財 政 状 態

１）経営成績

①当中間期の業績について

当中間連結会計期間におけるわが国経済は、企業業績の回復を背景に民間設備投資が堅調で、大都市圏において

は地価が上昇に転ずるなど、建築需要は回復傾向を見せ始めました。

しかしながら、一方で地域間格差、企業間格差はより顕著なものとなり、全国レベルでは金利上昇や原油高等の

不安要素を抱え、政府もいまだデフレ脱却を宣言できず混沌とした状況のうちに推移しました。

仮設建物リース業界におきましても、ここ数年順調であった官公庁関連の受注は、地方自治体の財政悪化に伴う

需要の減少と契約単価下落の影響を受け、低採算の受注が続き、厳しい状況となりました。

このような状況のもとで当社グループは、安定した収益基盤を堅持し、採算性の追求を第一義としつつも、積極

的な営業活動を展開しました。

また、有利子負債の圧縮による財政運営のより一層の安定化を目的とし、本年７月に第２回無担保転換社債型新

株予約権付社債１，２００百万円を発行し、財務体質の強化を図りました。

また、海外活動におきましては、中華人民共和国所在の子会社は一部地域での過剰インフラ整備に対する中国政

府の抑制策による影響もありましたが、全体としては引き続き業績を伸ばしております。

以上の結果、当中間連結会計期間の売上高は６，３６０百万円（前年同期比０．１％増）となりました。また、

損益面につきましては、営業利益は３３５百万円（前年同期比１７．８％増）、経常利益は２５７百万円（前年同

期比１１．６％増）となり、投資有価証券売却益１５５百万円を特別利益に計上した結果、中間純利益は３６４百

万円（前年同期比９１．２％増）となりました。

②セグメント別の状況に関する分析

当社の企業集団は仮設建物、ユニットハウス及びこれらに付随する什器備品類等のリース並びに販売という

単一の事業を営んでおります。

また、オペレーティングリース会社として、商品の賃貸だけではなく製造、運送、工事、補修も含めたトー

タル的なサービスを提供しており、事業のセグメントは単一と判断しております。

③配当金の状況

配当金につきましては、配当性向３０％以上を目標としておりますが、当中間期の配当金は、本日開催の取締役

会におきまして３円と決定させていただきました。

なお、期末配当金は５円を予定しており、これにより年間配当金は、前期より２円増の８円(配当性向は３４．７％)

となる予定であります。

④通期の見通し

当中間連結会計期間は、売上高、損益ともほぼ５月１７日付発表どおりの業績をあげることができました。

通期の業績につきましても、市場環境は余断を許さない状況でありますが、当初発表のとおり推移するものと思

われ、売上高は１３５億円、経常利益６億１千万円、当期純利益は７億５千万円となる見込みであります。

２）財 政 状 態

（キャッシュ・フロー分析）

当中間連結会計期間の営業活動によるキャッシュ・フローは、前中間連結会計期間より１２７百万円増加し、

４３７百万円の収入となりました。主な理由は、仕入債務の減少額の減少によるものであります。

投資活動によるキャッシュ・フローは、前中間連結会計期間より支出が６０百万円増加し、３９０百万円の支出

となりました。主な理由は、リース用資産取得による支出の増加によるものであります。

財務活動によるキャッシュ・フローは、前中間連結会計期間より１，３６６百万円減少し、５２７百万円の収入

となりました。主な理由は、長期借入れによる収入の減少によるものであります。

以上の結果、当中間連結会計期間の現金及び現金同等物の中間期末残高は、前連結会計年度末より５７３百万円

増加し、３，０６６百万円となりました。



(東海リース株式会社)

－5－

３）事業等のリスク

①当社グループのユーザーの動向について

当社グループの主要なユーザー先は建築・土木業界であります。

同業界の動向が、量・単価の両面で当社グループの受注状況に影響を及ぼす可能性があります。

②当社グループのリース用資産の特性について

当社グループの主要なリース資産であるリース用仮設建物部材は、仮設建物の持つ機動性の高さや、いかなる

大きさにも対応可能であるといった汎用性の性質上、競合他社との優劣がつきにくい特性があります。

また、建上・解体工事も、ユーザーからの工期短縮・迅速施工への要求に応えるため、簡易工法が確立されて

おります。

当社グループといたしましては、仮設建物の範疇に捉われない高い居住性と、優れた機動性を追及すべく、日々

技術革新や、品質改良に努めておりますが、その汎用性の高さから、差別化が難しい一面をもっており、結果、

当社グループの受注環境に悪影響を及ぼす可能性があります。

③当社グループの事業内容について

当社グループは創業以来一貫して、オペレーティングリース会社として、リース商品の賃貸だけでなく、製造・

運送・工事・補修も含めたトータルなサービスを提供し続けております。

またパイオニアカンパニーとして、多角化を排除し、当社グループが主力とする仮設建物リースを中心とした

事業活動を通じて、社会的貢献を果たすことを使命としております。

しかしながら、ユーザーのニーズも多様化し、仮設建物のみならず、あらゆるものがリースで賄える時代の流

れにおいて、商品の先進化と新たな商品の出現に対する対応如何によっては、当社グループの経営成績及び今

後の事業展開が影響を受ける可能性があります。
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４．中 間 連 結 貸 借 対 照 表

（単位：百万円）

前中間連結会計期間末

(平成 17 年 9月 30 日)

当中間連結会計期間末

(平成 18 年 9月 30 日)

前 連結会計年度の

要約連結貸借対照表

(平成 18 年 3月 31 日)

期 別

科 目 金 額 構成比 金 額 構成比 金 額 構成比

（資 産 の 部）

Ⅰ 流 動 資 産

％ ％ ％

現金及び預金

受取手形及び売掛金

たな卸資産

その他

貸倒引当金

※2

※4

３，０２６

７，８１０

３５６

２７７

△１８

３，３６８

８，４６３

４４２

３８０

△７

２，７７４

８，２８７

４２０

３４８

△３３

流 動 資 産 合 計 １１，４５３ 44.2 １２，６４７ 46.3 １１，７９６ 44.3

Ⅱ 固 定 資 産

1.有形固定資産 ※1,2

リース用資産

建物及び構築物

土地

その他

４，４７０

３，２４３

４，９８１

２２９

５，２５４

３，１３８

４，９８１

２７６

４，９１９

３，２３９

４，９８１

２９６

有形固定資産合計 １２，９２５ 49.9 １３，６５１ 49.9 １３，４３７ 50.5

2.無形固定資産 ※2 ３４６ 1.4 ３６３ 1.3 ３６９ 1.4

3.投資その他の資産 ※2 １，１６２ 4.5 ６５７ 2.4 ９７９ 3.7

固 定 資 産 合 計 １４，４３３ 55.8 １４，６７２ 53.6 １４，７８６ 55.6

Ⅲ 繰 延 資 産 ７ 0.0 １７ 0.1 ２１ 0.1

資 産 合 計 ２５，８９４ 100.0 ２７，３３７ 100.0 ２６，６０５ 100.0



(東海リース株式会社)

－7－

（単位：百万円）

前中間連結会計期間末

(平成 17 年 9月 30 日)

当中間連結会計期間末

(平成 18 年 9月 30 日)

前 連結会計年度の

要約連結貸借対照表

(平成 18 年 3月 31 日)

期 別

科 目 金 額 構成比 金 額 構成比 金 額 構成比

（負 債 の 部）

Ⅰ 流 動 負 債

％ ％ ％

支払手形及び買掛金

短期借入金

１年内償還予定社債

前受リース収益

賞与引当金

役員賞与引当金

その他

※2

※2

２，１５４

１，５９７

１，０００

２，０８６

１０４

―

５６１

２，４９０

１，１７５

８００

２，３９７

１３７

１２

７３９

２，６６３

１，３５９

８００

２，２４８

１６９

―

６０９

流 動 負 債 合 計 ７，５０３ 29.0 ７，７５２ 28.3 ７，８５０ 29.5

Ⅱ 固 定 負 債

社債

長期借入金

退職給付引当金

その他

※2

※2

２，３５０

２，３１２

３４５

３５９

２，２００

２，０６８

３７０

７７

１，３００

２，３５４

３６２

２９１

固 定 負 債 合 計 ５，３６６ 20.7 ４，７１７ 17.3 ４，３０８ 16.2

負 債 合 計 １２，８７０ 49.7 １２，４６９ 45.6 １２，１５８ 45.7

（少数株主持分）

少数株主持分 ７６４ 3.0 ― ― ７９４ 3.0

（資 本 の 部）

Ⅰ 資本金 ７，０５４ 27.2 ― ― ７，４３２ 27.9

Ⅱ 資本剰余金 ４，８３９ 18.7 ― ― ５，２１１ 19.6

Ⅲ 利益剰余金 ３６３ 1.4 ― ― ８６５ 3.3

Ⅳ その他有価証券評価差額金 ３０５ 1.2 ― ― ３０５ 1.2

Ⅴ 為替換算調整勘定 △２９２ △1.1 ― ― △１４９ △0.6

Ⅵ 自己株式 △１０ △0.1 ― ― △１３ △0.1

資 本 合 計 １２，２６０ 47.3 ― ― １３，６５１ 51.3

負債､少数株主持分及び資本合計 ２５，８９４ 100.0 ― ― ２６，６０５ 100.0

（純 資 産 の 部）

Ⅰ 株主資本

資本金

資本剰余金

利益剰余金

自己株式

―

―

―

―

７，５８２

５，３６１

１，０５７

△１７

27.7

19.6

3.9

△0.1

―

―

―

―

株 主 資 本 合 計 ― １３，９８５ 51.1 ―

Ⅱ 評価・換算差額等 ―

その他有価証券評価差額金

為替換算調整勘定

―

―

２５４

△１６１

1.0

△0.6

―

―

評価・換算差額等合計 ― ９３ 0.4 ―

Ⅲ 少数株主持分 ― ７８９ 2.9 ―

純 資 産 合 計 ― １４，８６８ 54.4 ―

負 債 純 資 産 合 計 ― ２７，３３７ 100.0 ―

（注）記載金額は、百万円未満の端数を切り捨てて表示しております。



(東海リース株式会社)
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５．中 間 連 結 損 益 計 算 書

（単位：百万円）

前中間連結会計期間

自 平成 17 年 4 月  1 日

自 平成 17 年 9 月 30 日

当中間連結会計期間

自 平成 18 年 4 月  1 日

至 平成 18 年 9 月 30 日

前 連結会計年度の

要約連結損益計算書

自 平成 17 年 4 月  1 日

至 平成 18 年 3 月 31 日

期 別

科 目 金 額 百分比 金 額 百分比 金 額 百分比

％ ％ ％

Ⅰ 売上高 ６，３５３ 100.0 ６，３６０ 100.0 １２，７４３ 100.0

Ⅱ 売上原価 ４，８５８ 76.5 ４，８３５ 76.0 ９，６８７ 76.0

売上総利益 １，４９４ 23.5 １，５２４ 24.0 ３，０５６ 24.0

Ⅲ 販売費及び

一般管理費
※1 １，２０９ 19.0 １，１８８ 18.7 ２，４５９ 19.3

営業利益 ２８５ 4.5 ３３５ 5.3 ５９６ 4.7

Ⅳ 営業外収益

受取利息 １ １ ０

受取配当金 ４ ３ １４

為替差益 ３ １ ６８

その他 １８ ２７ 0.4 ９ １６ 0.2 ４７ １３１ 1.0

Ⅴ 営業外費用

支払利息 ７４ ７５ １４８

その他 ８ ８２ 1.3 ２０ ９５ 1.5 ２７ １７６ 1.4

経常利益 ２３０ 3.6 ２５７ 4.0 ５５１ 4.3

Ⅵ 特別利益

投資有価証券売却益 ― １５５ ２７６

貸倒引当金戻入益 ― ― ― ５ １６０ 2.5 ― ２７６ 2.2

Ⅶ 特別損失

固定資産除却損 ※2 ２ ６ ３５

固定資産売却損 ※3 ― ― 0

役員退職金 ― ２ 0.0 ９ １５ 0.2 ― ３５ 0.3

税金等調整前中間(当期)純

利益
２２８ 3.6 ４０１ 6.3 ７９１ 6.2

法人税、住民税及び事業税 ３４ ４４ ６９

法人税等調整額 △０ ３４ 0.5 △５ ３８ 0.6 △２７ ４１ 0.3

少数株主損益 (減算) ３ △0.1 (加算) １ 0.0 (減算) ２４ △0.2

中間(当期)純利益 １９０ 3.0 ３６４ 5.7 ７２５ 5.7

（注）記載金額は、百万円未満の端数を切り捨てて表示しております。



(東海リース株式会社)

－9－

６．中 間 連 結 剰 余 金 計 算 書

（単位：百万円）

前中間連結会計期間

自 平成 17 年 4 月  1 日

至 平成 17 年 9 月 30 日

前連結会計年度

自 平成 17 年 4 月  1 日

至 平成 18 年 3 月 31 日

期 別

科 目 金 額 金 額

（資本剰余金の部）

Ⅰ 資本剰余金期首残高 ６，５６６ ６，５６６

Ⅱ 資本剰余金増加額

１ 増資による新株の発行 １２４ １２４ ４９６ ４９６

Ⅲ 資本剰余金減少額

１ 当期未処理損失補填額 １，８５１ １，８５１ １，８５１ １，８５１

Ⅳ 資本剰余金中間期末(期末)残高 ４，８３９ ５，２１１

（利益剰余金の部）

Ⅰ 利益剰余金期首残高 △１，６７６ △１，６７６

Ⅱ 利益剰余金増加高

１ 中間(当期)純利益 １９０ ７２５

２ その他資本剰余金からの振替

額
１，８５１ ２，０４１ １，８５１ ２，５７６

Ⅲ 利益剰余金減少高

１ 連結子会社増加に伴う利益剰

余金減少高
― ３１

２ 役 員 賞 与 １ １

３ そ の 他 ※ ― １ １ ３４

Ⅳ 利益剰余金中間期末(期末)残高 ３６３ ８６５

(注)※1.その他の減少高は主に中華人民共和国所在の子会社における「従業員奨励及び福利基金等」への振替額であります。

2.記載金額は、百万円未満の端数を切り捨てて表示しております。



(東海リース株式会社)
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７．中間連結株主資本等変動計算書

当中間連結会計期間（自 平成 18 年 4月 1日 至 平成 18 年 9月 30 日）

株主資本
項目

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成18年3月31日残高（百万円） 7,432 5,211 865 △13 13,496

中間連結会計期間中の変動額

新株の発行 150 150 300

剰余金の配当 △170 △170

役員賞与 △1 △1

中間純利益 364 364

自己株式の取得 △3 △3

株主資本以外の項目の中間連結

会計期間中の変動額（百万円）

中間連結会計期間中の変動額合

計（百万円）
150 150 192 △3 489

平成18年9月30日残高（百万円） 7,582 5,361 1,057 △17 13,985

評価・換算差額等

項目 その他有価証

券評価差額金

為替換算調整

勘定

評価・換算差

額等合計

少数株主持分 純資産合計

平成18年3月31日残高（百万円） 305 △149 155 794 14,446

中間連結会計期間中の変動額

新株の発行 300

剰余金の配当 △170

役員賞与 △1

中間純利益 364

自己株式の取得 △3

株主資本以外の項目の中間連結

会計期間中の変動額（百万円）
△50 △11 △62 △5 △67

中間連結会計期間中の変動額合

計（百万円）
△50 △11 △62 △5 421

平成18年9月30日残高（百万円） 254 △161 93 789 14,868



(東海リース株式会社)
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８．中間連結キャッシュ・フロー計算書 （単位：百万円）

前中間連結会計期間

自 平成 17年 4月  1日

至 平成 17年 9月 30日

当中間連結会計期間

自 平成 18 年 4 月  1 日

至 平成 18 年 9 月 30 日

前連結会計年度

自 平成 17年 4月  1日

至 平成 18年 3月 31日

期 別

科 目 金 額 金 額 金 額

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー

税 金 等 調 整 前 中 間 ( 当 期 ) 純 利 益

減 価 償 却 費

投 資 有 価 証 券 売 却 益

有 形 固 定 資 産 除 却 損

有 形 固 定 資 産 売 却 損

貸 倒 引 当 金 の 増 減 額 ( △ は 減 少 )

賞 与 引 当 金 の 増 減 額 ( △ は 減 少 )

役 員 賞 与 引 当 金 の 増 加 額

退 職 給 付 引 当 金 の 増 加 額

受 取 利 息 及 び 受 取 配 当 金

支 払 利 息

リース用資産の中古販売による売上原価

為 替 差 益

売 上 債 権 の 増 加 額

た な 卸 資 産 の 増 減 額 ( △ は 増 加 )

そ の 他 資 産 の 増 加 額

仕 入 債 務 の 増 減 額 ( △ は 減 少 )

前 受 リ ー ス 収 益 の 増 加 額

役 員 退 職 金

役 員 賞 与 の 支 払 額

そ の 他 負 債 の 増 減 額 ( △ は 減 少 )

そ の 他

２２８

４０１

―

２

―

５

４５

―

１９

△５

７４

５９

△３

△１４９

２０

△２

△３６０

１１７

―

△２

１１

５

４０１

４３３

△１５５

６

―

△２６

△３１

１２

８

△５

７５

３６

△１

△１７１

△２３

△３３

△８６

１５０

９

△３

△５２

７

７９１

８３２

△２７６

３５

０

２０

１０９

―

３６

△１５

１４８

１１９

△６８

△５９７

２６

△７３

６５

２５７

―

△３

３５

７

小 計 ４６７ ５５１ １，４５５

利 息 及 び 配 当 金 の 受 取 額

利 息 の 支 払 額

役 員 退 職 金 の 支 払 額

法 人 税 等 の 支 払 額

９

△７２

―

△９５

５

△７２

△９

△３８

１５

△１４９

―

△１２０

営業活動によるキャッシュ・フロー ３０９ ４３７ １，２００

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー

定 期 預 金 預 入 に よ る 支 出

定 期 預 金 払 戻 し に よ る 収 入

リ ー ス 用 資 産 取 得 に よ る 支 出

社 用 資 産 の 購 入 に よ る 支 出

社 用 資 産 の 売 却 に よ る 収 入

投 資 有 価 証 券 の 取 得 に よ る 支 出

投 資 有 価 証 券 の 売 却 に よ る 収 入

そ の 他投 資等 の増 減額 ( △ は 増加 )

△１８２

２３７

△３７９

△６

―

―

―

１

△１８２

１７８

△５８５

△７

―

△０

２０６

０

△３２０

３７１

△１，１２９

△２４

０

△０

３４５

△２

投資活動によるキャッシュ・フロー △３２９ △３９０ △７５９

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー

短 期 借 入 金 の 増 減 額 ( 純 額 )

長 期 借 入 れ に よ る 収 入

長 期 借 入 金 の 返 済 に よ る 支 出

社 債 の 発 行 に よ る 収 入

社 債 の 償 還 に よ る 支 出

自己株式の取得による支出（純額）

親 会 社 に よ る 配 当 金 の 支 払 額

少 数 株 主 へ の 配 当 金 の 支 払 額

そ の 他

△３

２，４３７

△５０８

１，０００

△１，０００

△１

―

△２０

△１０

△３７

１５０

△５８１

１，２００

―

△３

△１７０

△２６

△３

△１３１

２，９８８

△１，１４８

１，５００

△２，０００

△４

―

△２０

△３５

財務活動によるキャッシュ・フロー １，８９３ ５２７ １，１４７



(東海リース株式会社)

－12－

前中間連結会計期間

自 平成 17年 4月  1日

至 平成 17年 9月 30日

当中間連結会計期間

自 平成 18 年 4 月  1 日

至 平成 18 年 9 月 30 日

前連結会計年度

自 平成 17年 4月  1日

至 平成 18年 3月 31日

期 別

科 目 金 額 金 額 金 額

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額 ７ △０ ２３

Ⅴ 現金及び現金同等物の増減額 １，８８０ ５７３ １，６１２

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高 ８６５ ２，４９２ ８６５

Ⅶ 新規連結子会社の現金及び現金同等物の期

首残高
― ― １５

Ⅷ 現金及び現金同等物の中間期末(期末)残高 ２，７４５ ３，０６６ ２，４９２

（注）記載金額は、百万円未満の端数を切り捨てて表示しております。



(東海リース株式会社)
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９．中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

（１）連結の範囲に関する事項

連結子会社 ７社 日本キャビネット株式会社

東海ハウス株式会社

榕東活動房股份有限公司（中華人民共和国福州市）

北京榕東活動房有限公司（中華人民共和国北京市）

西安榕東活動房有限公司（中華人民共和国西安市）

上海榕東活動房有限公司（中華人民共和国上海市）

福州榕東非金属鉱産品有限公司（中華人民共和国福州市）

非連結子会社 ２社 東海工業株式会社

福州榕東装飾工程有限公司（中華人民共和国福州市）

（連結の範囲から除いた理由）

非連結子会社は小規模であり、その総資産、売上高、中間純損益（持分に見合う額）及び利益剰余金（持

分に見合う額）等は、いずれも中間連結財務諸表に重要な影響を及ぼしておりません。

（２）持分法の適用に関する事項

持分法を適用していない非連結子会社は中間連結純損益及び利益剰余金等に及ぼす影響が軽微であり、かつ全

体としても重要性がないため、投資勘定については持分法を適用せず原価法により評価しております。

（３）連結子会社の中間決算日等に関する事項

連結子会社のうち、榕東活動房股份有限公司、北京榕東活動房有限公司、西安榕東活動房有限公司、上海榕東

活動房有限公司及び福州榕東非金属鉱産品有限公司の中間決算日は６月３０日であります。

中間連結財務諸表の作成にあたっては同日現在の中間財務諸表を使用し、中間連結決算日との間に生じた重要

な取引については、連結上必要な調整を行っております。

（４）会計処理基準に関する事項

１）重要な資産の評価基準及び評価方法

①たな卸資産 ― 主要資材は総平均法による原価法によっております。

未成工事支出金は個別原価法によっております。

その他のたな卸資産は最終仕入原価法によっております。

②有価証券

その他有価証券

時価のあるもの…中間決算日の市場価格等に基づく時価法によっております。

（評価差額は、全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定してお

ります。）

時価のないもの…移動平均法による原価法によっております。

２）重要な減価償却資産の減価償却の方法

有形固定資産

リース用資産……定額法によっております。なお、仮設建物及びユニットハウスの耐用年数は７～１６年、

その他のリース用資産の耐用年数は５～７年を用いております。

社用資産

建 物 …… 国内の連結会社については法人税法に規定する方法による定額法によっており、中華

人民共和国所在の連結会社については同国の外商投資企業会計制度に規定する定額法

によっております。

建物以外の …… 国内の連結会社については法人税法に規定する方法による定率法によっており、中華

社用資産 人民共和国所在の連結会社については同国の外商投資企業会計制度に規定する定額法

によっております。

無形固定資産

法人税法に規定する方法による定額法を採用しております。

ただし、自社利用のソフトウェアについては社内における利用可能期間(５年以内)に基づく定額法によっ

ております。

３）重要な引当金の計上基準

①貸倒引当金

中間期末現在に有する債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については主に貸倒実績率により、貸

倒懸念債権等の個別債権については回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。
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②賞与引当金

従業員の賞与の支給に充てるため、支給見込額に基づき計上しております。

③役員賞与引当金

役員の賞与の支給に充てるため、当連結会計年度における支給見込額の当中間連結会計期間負担額を計上して

おります。

④退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき、当

中間連結会計期間末において発生していると認められる額を計上しております。

なお、会計基準変更時差異（４０６百万円）については、１５年による按分額を費用処理しております。

数理計算上の差異については、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数

（５年）に基づく定率法により、それぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理することとしております。

４）重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算基準

在外子会社等の資産・負債・収益及び費用は、中間決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は純

資産の部における為替換算調整勘定に含めております。

５）重要なリース取引の処理方法

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引については、通常の

賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。

６）重要なヘッジ会計の方法

当社グループは、借入金の金利変動リスクを回避する目的で金利スワップ取引を行っております。

なお、金利スワップについては特例処理を採用しており、有効性の評価は省略しております。

７）消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。

（５）中間連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

中間連結キャッシュ・フロー計算書における資金（現金及び現金同等物）は、手許現金、随時引出し可能な預金

及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負わない取得日から３か月以内に償還

期限の到来する短期投資からなっております。



(東海リース株式会社)

－15－

（中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更）

前中間連結会計期間

自 平成17年 4月 1日

至 平成17年 9月30日

当中間連結会計期間

自 平成18年 4月 1日

至 平成18年 9月30日

前 連 結 会 計 年 度

自 平成17年 4月 1日

至 平成18年 3月31日

(役員賞与に関する会計基準)

当中間連結会計期間より「役員賞与

に関する会計基準」(企業会計基準第４

号 平成17年11月29日)を適用してお

ります。

この結果、従来の方法に比べて営業利

益、経常利益及び税金等調整前中間純

利益がそれぞれ12百万円減少しており

ます。

(貸借対照表の純資産の部の表示に関

する会計基準)

当中間連結会計期間より、「貸借対

照表の純資産の部の表示に関する会計

基準」(企業会計基準第５号 平成17年

12月9日)及び「貸借対照表の純資産の

部の表示に関する会計基準等の適用指

針」(企業会計基準適用指針第８号 平

成17年12月9日)を適用しております。

これまでの資本の部の合計に相当す

る金額は14,078百万円であります。

なお、当中間連結会計期間における

中間連結貸借対照表の純資産の部につ

いては、中間連結財務諸表規則の改正

に伴い、改正後の中間連結財務諸表規

則により作成しております。
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注 記 事 項

（中間連結貸借対照表関係）

前中間連結会計期間末

（平成 17 年 9 月 30 日）

当中間連結会計期間末

（平成 18 年 9 月 30 日）

前連結会計年度

（平成 18 年 3 月 31 日）

※1．有形固定資産の減価償却累計額

9,601 百万円

※2．担保資産及び担保付債務

（担保に供している資産）

リース用資産 722 百万円

建 物 2,789 百万円

土 地 4,561 百万円

無形固定資産 134 百万円

投資その他の資産 13 百万円

計 8,222 百万円

上記のうち取引先の借入金 93 百万円

に対する担保提供資産は土地 180 百

万円、建物 64 百万円であります。

（担保されている債務）

社 債 1,600 百万円

長 期 借 入 金 2,180 百万円

短 期 借 入 金 1,304 百万円

1 年内償還予定社債 1,000 百万円

計 6,090 百万円

3．受取手形裏書譲渡高は 415 百万円で

あります。

受取手形割引高は 55 百万円であり

ます。

※1．有形固定資産の減価償却累計額

10,266 百万円

※2．担保資産及び担保付債務

（担保に供している資産）

現金及び預金 21 百万円

リース用資産 663 百万円

建 物 2,684 百万円

土 地 4,188 百万円

無形固定資産 174 百万円

計 7,731 百万円

上記のうち取引先の借入金 84 百万円

に対する担保提供資産は土地 180 百

万円、建物 60 百万円であります。

（担保されている債務）

社 債 800 百万円

長 期 借 入 金 2,036 百万円

短 期 借 入 金 1,033 百万円

1 年内償還予定社債 800 百万円

計 4,670 百万円

3．受取手形裏書譲渡高は 310 百万円で

あります。

受取手形割引高は 70 百万円であり

ます。

※4．中間連結会計期間末日満期手形の

処理

中間連結会計期間末日満期手形は

手形交換日をもって決済処理して

おります。従って、当中間連結会

計期間末日は金融機関の休日のた

め、受取手形 24 百万円、受取手形

裏書譲渡高 50 百万円、割引手形

0百万円、支払手形 28 百万円を、

10 月 2 日に決済処理しておりま

す。 

※1．有形固定資産の減価償却累計額

9,980 百万円

※2．担保資産及び担保付債務

（担保に供している資産）

リース用資産 692 百万円

建 物 2,731 百万円

土 地 4,188 百万円

無形固定資産 145 百万円

投資その他の資産 17 百万円

計 7,775 百万円

上記のうち取引先の借入金 88 百万に

対する担保提供資産は土地 180 百万

円、建物 62 百万円であります。

（担保されている債務）

社 債 800 百万円

長 期 借 入 金 2,317 百万円

短 期 借 入 金 1,211 百万円

1 年内償還予定社債 800 百万円

計 5,129 百万円

3．受取手形裏書譲渡高は 201 百万円で

あります。

受取手形割引高は 86 百万円であり

ます。
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（中間連結損益計算書関係）

前中間連結会計期間

自 平成 17 年 4 月 1 日

至 平成 17 年 9 月 30 日

当中間連結会計期間

自 平成 18 年 4 月 1 日

至 平成 18 年 9 月 30 日

前連結会計年度

自 平成 17 年 4 月 1 日

至 平成 18 年 3 月 31 日

※1．販売費及び一般管理費のうち主要

な費目及び金額は次のとおりで

あります。

給料 490 百万円

賞与引当金繰入額 60 百万円

退職給付引当金

繰入額 35 百万円

貸倒引当金繰入額 18 百万円

※2．固定資産除却損の主なものは、リ

ース用資産の除却によるもので

あります。

4．税効果会計

当中間連結会計期間における税

額計算については、固定資産圧縮

記帳積立金を利益処分により取

り崩したものとみなして計算し

ております。

※1．販売費及び一般管理費のうち主要

な費目及び金額は次のとおりであ

ります。

給料 496 百万円

賞与引当金繰入額 75 百万円

役員賞与引当金

繰入額 12 百万円

退職給付引当金

繰入額 30 百万円

地代家賃 101 百万円

※2．固定資産除却損の主なものは、リ

ース用資産の除却によるものであ

ります。

※1．販売費及び一般管理費のうち主要

な費目及び金額は次のとおりであ

ります。

給料 982 百万円

賞与引当金繰入額 95 百万円

退職給付引当金

繰入額 71 百万円

地代家賃 203 百万円

減価償却費 30 百万円

※2．固定資産除却損の内容は次のとお

りであります。

機械装置及び運搬具 24 百万円

リース用資産 10 百万円

その他 0百万円

計 35 百万円

※3．固定資産売却損はリース用資産に

対するのもであります
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（中間連結株主資本等変動計算書関係）

当中間連結会計期間（自 平成18年4月1日 至 平成18年9月30日）

１ 発行済株式に関する事項

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当中間連結会計期間末

普通株式（株） 28,448,320 1,329,573 ― 29,777,893

（変動事由の概要）

増加の内訳は、次の通りであります。

新株予約権の行使による増加 1,329,573株

２ 自己株式に関する事項

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当中間連結会計期間末

普通株式（株） 81,624 12,204 ― 93,828

（変動事由の概要）

増加の内訳は、次の通りであります。

単元未満株式の買取りによる増加 12,204株

３ 新株予約権等に関する事項

該当事項はありません。

４ 配当に関する事項

（１）配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額

(百万円)

１株当たり配当額

(円)
基準日 効力発生日

平成18年6月29日

定時株主総会
普通株式 170 6 平成18年3月31日 平成18年6月29日

（２）基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間後となるもの

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総

額(百万円)

１株当たり

配当額(円)
基準日 効力発生日

平成18年11月15日

取締役会
普通株式 利益剰余金 89 3 平成18年9月30日 平成18年12月8日

（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前中間連結会計期間

自 平成 17 年 4 月 1 日

至 平成 17 年 9 月 30 日

当中間連結会計期間

自 平成 18 年 4 月 1 日

至 平成 18 年 9 月 30 日

前連結会計年度

自 平成 17 年 4 月 1 日

至 平成 18 年 3 月 31 日

１．現金及び現金同等物の中間期末残高

と中間連結貸借対照表に掲記され

ている科目の金額との関係

（平成 17 年 9月 30 日現在）

現金及び預金勘定 3,026 百万円

預入期間が３か月

を超える定期預金 △281 百万円

現金及び現金同等物 2,745 百万円

２．重要な非資金取引の内訳

（新株予約権の行使）

新株予約権の行使による

資本金増加額 125 百万円

新株予約権の行使による

資本準備金増加額 124 百万円

新株予約権の行使による

社債減少額 250 百万円

１．現金及び現金同等物の中間期末残高

と中間連結貸借対照表に掲記され

ている科目の金額との関係

（平成 18 年 9月 30 日現在）

現金及び預金勘定 3,368 百万円

預入期間が３か月

を超える定期預金 △302 百万円

現金及び現金同等物 3,066 百万円

２．重要な非資金取引の内訳

（新株予約権の行使）

新株予約権の行使による

資本金増加額 150 百万円

新株予約権の行使による

資本準備金増加額 150 百万円

新株予約権の行使による

社債減少額 300 百万円

１．現金及び現金同等物の期末残高と連

結貸借対照表に掲記されている科

目の金額との関係

（平成 18 年 3月 31 日現在）

現金及び預金勘定 2,774 百万円

預入期間が３か月

を超える定期預金 △281 百万円

現金及び現金同等物 2,492 百万円

２．重要な非資金取引の内訳

（新株予約権の行使）

新株予約権の行使による

資本金増加額 503 百万円

新株予約権の行使による

資本準備金増加額 496 百万円

新株予約権の行使による

社債減少額 1,000 百万円
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（リース取引関係）

半期報告書をＥＤＩＮＥＴにより開示するため記載を省略しております。

１０．セグメント情報

（１） 事業の種類別セグメント情報

当社の企業集団は仮設建物、ユニットハウス及びこれらに附随する什器備品類等のリース並びに販売とい

う単一の事業を営んでおり、事業の種類別セグメント情報は作成しておりません。

（２） 所在地別セグメント情報

全セグメントの売上高の合計額に占める「本邦」の割合が90％を超えているため、所在地別セグメント情

報の記載を省略しております。

（３） 海外売上高

海外売上高が、連結売上高の10％未満であるため、記載を省略しております。

１１．生産、受注及び販売の状況

（１）生産実績

（単位：百万円）

当 中 間 連 結 会 計 期 間

自 平成18年 4月 1日

至 平成18年 9月30日
事 業 の 種 類

金 額 前年同期比

仮設建物部材等の製造 384 70.3 ％

合 計 384 70.3

（注）１．上記金額は、主にリース用資産の製造高であります。

２．記載金額には、消費税等は含まれておりません。

（２）受注状況

（単位：百万円）

期首契約残高 上半期中契約高
上半期中

契約実行高
中間期末契約残高

中間期末契約残高

のうちリース期間

未経過契約高
期 別

金 額 金 額

前年

同期

比

金 額

前年

同期

比

金 額

前年

同期

比

金 額

当中間連結会計期間

(平成18年9月30日)

3,446

( 1,197)
6,678

％

96.0 6,360

％

100.1
3,765

(1,367)

％

117.1 2,397

（注）１．（ ）内の数字は内数で、工事未着手の契約高であります。

２．記載金額には、消費税等は含まれておりません。

（３）販売実績

（単位：百万円）

当 中 間 連 結 会 計 期 間

自 平成18年 4月 1日

至 平成18年 9月30日

区 分

金 額 構 成 比 前 年 同 期 比

仮 設 建 物 部 門

什 器 備 品 部 門

ユニットハウス部門

３，８８１

１，５７５

９０３

６１．０

２４．８

１４．２

％ ９７．５

１０４．６

１０４．３

％

合 計 ６，３６０ １００．０ １００．１

（注）記載金額には、消費税等は含まれておりません。
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１２．有価証券関係

（１）その他有価証券で時価のあるもの

（単位：百万円）

前中間連結会計期間末

（平成 17 年 9月 30 日）

当中間連結会計期間末

（平成 18 年 9月 30 日）

前連結会計年度

（平成 18 年 3月 31 日）

区 分

取得原価

中間連結

貸借対照

表計上額

差額 取得原価

中間連結

貸借対照

表計上額

差額 取得原価

連結貸借

対照表

計上額

差額

その他有価証券

株 式 281 798 516 162 422 260 212 730 517

計 281 798 516 162 422 260 212 730 517

（２）時価評価されていない有価証券

（単位：百万円）

前中間連結会計期間末

（平成17年9月30日）

当中間連結会計期間末

（平成18年9月30日）

前連結会計年度

（平成18年3月31日）区 分

中間連結貸借対照表計上額 中間連結貸借対照表計上額 連結貸借対照表計上額

その他有価証券

非 上 場 株 式
0 0 0

計 0 0 0

１３．デリバティブ取引の契約額、時価及び評価損益

半期報告書をＥＤＩＮＥＴにより開示するため記載を省略しております。


